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昭和29年度創設。今日まで世界約170か国・地域から
合計約121,000人を超える留学生を受け入れ。

国費外国人留学生の種類 －7つのプログラムで構成－1

大学院レベル 学部レベル

1 研究留学生（昭和29年度創設、国費留学生の約7割）

学部卒業以上で、日本の大学院において教育・研究指導を受ける者を対象。
渡日後6か月間の日本語予備教育を受講（相当の日本語能力を有する者、
大学が予備教育の必要を認めない者は不要）後、大学院研究生又は正規
課程において専門教育を受ける。
留学期間は原則2年以内又は大学院正規課程の標準修業年限以内。

2 教員研修留学生（昭和55年度創設）

海外の初等中等教育機関の現職教員等を対象。日本の教員養成系大学
で研修を実施。
渡日後6か月間の日本語予備教育を受講し、その後、大学が提供する1年
間の研修プログラムにより教育指導を受ける。
留学期間は予備教育を含めて1年6か月。

3 ヤング・リーダーズ・プログラム（YLP）留学生（平成13年度創設）

アジア諸国等の将来のナショナル・リーダーとして活躍が期待される若手の行政
官等を招へい。日本に対する理解を深めることを通じて、世界各国の行政
指導者等の人的・知的ネットワークを創り、我が国を含む諸外国の友好関係
の構築、政策立案機能の向上に寄与することが目的。
専門分野は行政、地方行政、医療行政、ビジネス、法律の5コース。
すべて英語によるプログラム。受入大学より「修士」を授与。留学期間1年間。

4 学部留学生（昭和29年度創設）

大学学部4年制（医歯獣薬は6年）に学ぶ留学生。進学前に日本におい
て1年間の日本語を中心とした予備教育を受講後、大学学部に進学する。
留学期間は予備教育を含め原則5年間（医歯獣薬は7年間）。

5 日本語・日本文化研修留学生（昭和54年度創設）

自国の大学において、日本語、日本文化に関する分野を専攻する学部学生
を対象。大学が提供する1年間の研修プログラムに従って教育指導を受ける。
留学期間は1年間。

6 高等専門学校留学生（昭和57年度創設）

各国における中堅技術者の育成に協力することを目的とし、高等専門学校に
おいて教育指導を行う。1年間の日本語を中心とした予備教育を受講後、高
等専門学校の3年次に編入学。
留学期間は原則4年間。

7 専修学校留学生（昭和57年度創設）

生活に密着した技能や専門的技術を習得するため、専修学校において教育
指導を行う。1年間の日本語を中心とした予備教育を受講後、専修学校の
専門課程において2年間の教育指導を受ける。
留学期間は原則3年間。

国費外国人留学生制度について
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国費外国人留学生制度 選考方法の種類

区分 1 大使館推薦 2 大学推薦 3 その他

大
学
院

研究留学生 ○ ○ ×

教員研修留学生 ○ × ×

ヤング・リーダーズ・プログラム（YLP）留学生 × × ○

学
部

学部留学生 ○ ○ ×

日本語・日本文化研修留学生 ○ ○ ×

高等専門学校留学生 ○ ○（高専推薦） ×

専修学校留学生 ○ × ×
※○印は、募集・選考を実施しているもの。×は募集・選考を実施していないもの。

1 募集対象国の在外日本国大使館等を通じて募集する 大使館推薦

2 我が国の受入れ大学が大学間交流協定等により募集する 大学推薦

3 その他（YLPにおける海外の公的推薦機関からの推薦）
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国費外国人留学生制度 大使館推薦による募集・選考の過程

区分 時期 過程 担当機関 内容等

渡
日
前

4月 募集 外務省（在外日本公館）
当該国政府・大学等

5～7月 第一次選考
外務省（在外日本公館）
※国により当該国が予備選考実施

書類審査
筆記試験
面接

10～11月 第二次選考・
採用決定

文部科学省 選考委員会による
書類選考

大学等と受入れ協議

12～翌2月 採用通知 外務省（在外公館）

翌3月
（翌9月） 入国手続き

文部科学省 航空券送付

外務省（在外公館） 入国査証取得

渡
日

翌4月
（翌10月） 渡日

渡
日
後

日本語教育 指定日本語教育施設

専門教育 大学等受入れ機関

※上記は、研究留学生、学部留学生、高等専門学校留学生、専修学校留学生の例（時期（ ）は10月渡日の場合）

在外公館による第1次選考の概要

1 選考委員会の設置

在外公館関係者、学識経験者等により構成、
一次選考（書類、筆記及び面接）の実施

2 第1次選考の実施

①書類選考
応募資格、最終出身大学（学校）等の学
業成績、研究計画の適正性の確認及び卒
業大学等からの推薦状等の精査

②筆記試験
各プログラム毎の筆記試験※の実施、採点
※国費外国人留学生制度現地選考試験
問題作成委託費で作成した試験問題を
用いて、すべての在外日本公館が共通の
筆記試験を実施

③面接試験
志望動機、学習意志、協調性等の直接面
接による人物考査

推薦
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国費外国人留学生制度 大使館推薦による第1次選考筆記試験

プログラム 科目 受験対象者

研究留学生
日本語※

全ての応募者
英語※

教員研修留学生
日本語

全ての応募者
英語

学部留学生

日本語
全ての応募者

英語

数学
A文系 文科系志願者
B理系 理科系志願者

理科

物理

理科系志願者のうち、専攻に関連のある2科目を選択化学

生物

日本語・日本文化研修留学生 日本語 全ての応募者

高等専門学校留学生

日本語

全ての応募者英語

数学

物理
専攻に関連のあるどちらか1科目を選択

化学

専修学校留学生
日本語

全ての応募者英語

数学

※研究留学生における日本語・英語試験はいずれかの言語のコミュニケーション力をみる試験です。



区分 研究留学生 教員研修留学生 学部留学生 日本語・日本文化
研修留学生

高等専門学校
留学生

専修学校
留学生

ヤング・リーダーズ・
プログラム（YLP）

留学生

創設年度 昭和29年度
（1954年度）

昭和55年度
（1980年度）

昭和29年度
（1954年度）

昭和54年度
（1979年度）

昭和57年度
（1982年度）

昭和57年度
（1982年度）

平成13年度
（2001年度）

資格 大学（学部）
卒業以上の者

大学（学部）
卒業以上程度の者

高等学校卒業
程度の者

大学（学部）に
在学中の者

高等学校卒業
程度の者

高等学校卒業
程度の者

大学（学部）
卒業以上の者

年齢制限
（採用時） 35歳未満 17歳以上

25歳未満
18歳以上
30歳未満

17歳以上
25歳未満

17歳以上
25歳未満 40歳未満

期間

非正規生は日本語
教育を含め2年以内
正規生は各課程の
標準修業年限

（必要により6か月の
予備教育を加算）

日本語教育を含め
1年6か月以内

日本語教育を含め
5年

（医・歯･獣・薬
（6年制）は7年）

1年以内
日本語教育を含め

4年
（商船学4年6か月）

日本語教育を含め
3年 1年

日本語
予備教育

6か月（北海道大学等54大学）
日本語能力の十分な者はなし

1年
（東京外国語大学、

大阪大学）
なし

1年
（JASSO東京日本語
教育センター）

1年
（文化外国語専門学
校、JASSO大阪日本
語教育センター）

なし

専門教育 大学院で
専門分野を専攻

教員養成大学で
特別研修 学部教育 日本語又は日本

文化の特別研修 高専3年次編入学 専修学校
専門課程教育 大学院修士課程

奨学金
（月額）

非正規生・教研生 ： 143,000円
 修士課程 ： 144,000円
 博士課程 ： 145,000円

117,000円
242,000円

（地域により月額2,000円又は3,000円の加算あり）

授業料 国立は国立大学法人又は国立高等専門学校が負担、公私立は文部科学省負担※

渡航旅費等 往復渡航運賃（航空券）支給 （ただし一部の採用区分は大学負担）
在籍者数

（令和6年５月１日
時点）

6,831 103 1,172 381 323 438 56

※大学推薦により採用された者の授業料は、大学負担となる。

国費外国人留学生制度 各プログラムの概要
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研究留学生
73.4%

学部留学生
12.6%

日本語・日本文化
研修留学生
4.1%

高等専門学校
留学生
3.5%

専修学校留学生
4.7%

教員研修留学生
1.1%

ヤング・リーダーズ・
プログラム（YLP）留学生
0.6%

1 国費外国人留学生数推移（各年5月1日現在）

2 プログラム別国費外国人留学生数（令和6年5月1日現在） 3 出身国別国費外国人留学生数（令和6年5月1日現在）

（人）

年度 平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

令和6年
（2024年）

学生数 9,423 9,220 8,761 8,197 8,924 9,182 9,304

プログラム 留学生数

研究留学生 6,831

学部留学生 1,172

日本語・日本文化
研修留学生 381

高等専門学校
留学生 323

専修学校留学生 438

教員研修留学生 103
ヤング・リーダーズ・
プログラム（YLP）
留学生

56

合 計 9,304

インドネシア
12.5%ベトナム

6.7%

タイ
6.6%

中国
6.6%

バングラデシュ
5.1%

韓国
4.1%

インド
3.9%

モンゴル
3.4%

フィリピン
3.3%

ブラジル
3.1%

その他
44.7%

国・地域名 留学生数
インドネシア 1,163
ベトナム 619
タイ 618
中国 617
バングラデシュ 473
韓国 381
インド 363
モンゴル 314
フィリピン 311
ブラジル 286
その他 4,159

合 計 9,304

※日本学生支援機構調べ。端数処理のため合計が100％にならない場合がある。

国費外国人留学生制度 受入れ実績



✓元国費外国人留学生は、世界各国の政府、大学、企業等における重要な役職で活躍している。
✓「世界で活躍している著名な元外国人留学生調査※」における著名な修了生の4割を元国費外国人留学生が占める。
著名な元国費外国人留学生の職業は「教育・研究・士業」が最も多く（約6割）、次いで行政官（約3割）が多い。

※ （独）日本学生支援機構が大学に対して3年に１回実施

＜シンガポール＞
○駐日シンガポール大使
東京工業大学(1993年卒業 学部)

＜カンボジア＞
○鉱業エネルギー大臣
国際大学(1999年修了 研究)

○商務省国務長官
   九州大学(2008年修了 YLP)

＜モンテネグロ＞
○モンテネグロ首相
埼玉大学(2012年卒業学部)

＜ラオス＞
○保健大臣
名古屋大学(2004年修了 YLP

2018年修了博士)
○駐日ラオス大使
政研大（2008年修了 YLP）

○内務省副大臣
   政研大(2002年修了 YLP）

＜インドネシア＞
○ハルオレオ大学 学長
東北大学(2008年修了 博士)

＜ガーナ＞
○元ガーナ大学副学長
愛媛大学(1995年修了博士)
旭日中綬章（2017年）

＜ハンガリー＞
○元駐日ハンガリー大使
名古屋大学(2008年修了博士)

○元駐日ハンガリー大使
神戸大学(1987年修了修士)

＜ペルー＞
○元運輸通信省通信副大臣
電気通信大学(1994年修了 博士)
旭日重光章(2018年)

＜アメリカ合衆国＞
○AIベンチャー企業創業者・CEO
静岡大学(2001年修了 日研)

○JPモルガン常務取締役
国際大学(1999年修了 修士)

＜ベナン＞
○ 元駐日ベナン大使
上智大学(2006年修了博士)

＜アラブ首長国連邦＞
○ アラブ首長国連邦環境省長官
高知大学(2007年修了博士)

＜メキシコ＞
○メキシコ国立工科大学
クルワカンキャンパス大学院長
電気通信大学(1986年修了 修士)

＜韓国＞
○元検事総長(故人)
一橋大学(1968年修了博士)
※尹錫悦元大統領の御尊父

＜フィリピン＞
○ミンダナオ州立大学 学長
九州大学(2016年修了 YLP)

卒業後に海外で活躍している元国費外国人留学生
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国費外国人留学生制度

担当：高等教育局参事官（国際担当）付留学生交流室国費留学生係

海外から優秀な留学生を受け入れることにより、国際交流・友好親善の促進及び諸外国の人材育成に資するとともに、我が国における大学等
の国際化の進展、それを通じた教育研究力の向上、ひいては社会全体の国際化・活性化に貢献し、我が国と世界の発展に寄与すること。

①奨学金
日本における学修・研究に集中できるよう、国家公務員に準じた金額を毎月支給
大学院レベル 【研究生】143,000円、【修士】144,000円、【博士】145,000円
学部レベル 117,000円（高専、専修を含む）
 ※月額単価。この他、地域によって月額2,000円、3,000円の加算あり

②招致及び帰国旅費
「国費外国人留学生の自国における居住地最寄りの国際空港」と「受入れ大学等が通常の経路で使用する国際空港」間の下級航空券を支給
・ 渡日旅費：国費外国人留学生として採用され渡日する者が対象 ・ 帰国旅費：国費外国人留学生としての留学期間を終了し、課程・プログラムを修了・卒業した者が対象

③教育費
大使館推薦の国費外国人留学生が入学する公私立大学等における教育に必要な経費（※）を受入大学に支給
※入学金、授業料及び入学検定料等の学則に定める経費

令和７年度予算額  176億円
（前年度予算額 182億円）

目的

戦後、諸外国が外国人に対する奨学制度を強化し、多数の日本人留学生を受入れてくれ
ている状況を受け、「ユネスコ活動に関する法律」第5条に基づき１９５２（昭和２７）年
に設置されたユネスコ国内委員会は１９５３（昭和２８）年に、相互受恵の精神から、ま
た、善隣友好関係の強化を目的とし、「外国人に対して奨学金を給与すること」との建議を
行った。
これを受け、１９５４（昭和２９）年に、文部大臣裁定により国費外国人留学生制度
実施要項が策定され、国費外国人留学生制度が開始された。
以降、国際社会の一員としての国際貢献とともに、将来的に当該国の理解者・支持者を国
際社会の中で確保するという外交上の使命を果たすべく、今日まで世界約１7０ヶ国から合
計１２万人を超える留学生を受け入れている。

経緯

支援内容

※国費外国人学生の受入れは、在学中継続した支援が必要であること、
募集・選考手続きは実際の受入れ（給与支給）年度の約１年前から
実施する必要があることから、単年度完結の支援ではなく、経年の採用
計画を見据えた安定した予算の確保が必要な性質を有する。

①大使館推薦…募集対象国の在外公館が推薦し、文部科学省が採用
②大 学 推 薦…日本の受入大学が大学間交流協定等に基づき推薦し、

文部科学省が採用
③そ の 他…相手国機関からの推薦により採用

在籍者数 9,182人（前年比＋258人）（2023年5月1日現在）

募集方法

（在外公館における選考方法の例）
在外公館関係者、学識経験者等により選考委員会を構成し、一次選考を実施
①書 類 選 考…応募資格、最終出身大学（学校）等の学業成績、
研究計画の適正性の確認及び卒業大学等からの推薦状等の精査

②筆 記 試 験…各プログラム毎の筆記試験の実施、採点
③面 接 試 験…志望動機、学習意志、協調性等の直接面接による人物考査
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